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まま ええ がが きき

大学英語教育学会

関東甲越地区運営委員会委員長

神保　尚武

平成 16年 4月に大学英語教育学会の関東甲越地区が発足しました。3ヶ月余りにわたる準備

期間をへて、活動が開始されました。毎月の運営委員会、月例研究会、地区大会、17の研究会

の研究などが主な活動です。

この研究年報では、運営委員会、月例研究会、地区大会の報告をまとめました。

運営委員会に関しては事務局長がとりまとめました。毎回、10名前後の運営委員の出席を得

て、順調に運営されました。

月例研究会に関しては、それぞれの発表者が要旨をまとめました。本年度は、定例が 4、5、

6、7、10、12、3月の計 7回と特別講演会が 12月に開催されました。毎回 15名から 25名程

度の参加者を得ました。

地区大会は 11月 27日（土）に清泉女子大学で開催されました。テーマは『「戦略構想（行

動計画）」と小・中・高・大の連携』でした。シンポジウムが中心でしたので、それぞれのシン

ポジウムの司会者に要旨のとりまとめをお願いしました。出席者は 225名にのぼり、盛会でし

た。懇親会にも 55名が参加し、全国大会では味わえない親しい雰囲気を楽しむことができま

した。

関東甲越地区には 17の研究会が存在しますが、本年度はそれぞれの活動報告は掲載しませ

んでした。来年度の「研究年報」にまとめて掲載する予定です。

全体の編集は、研究年報委員会が担当しました。各委員の努力に感謝を致します。

関東甲越地区は、もう 1年の活動を順調に成し遂げれば、平成 18年 4月に関東支部に移行

する予定です。その際には現在本部に所属している研究企画委員全員が関東支部に移行するこ

とになります。支部活動の大きな目的の一つが若い研究者の育成だと思います。関東甲越地区

の活動が大学英語教育学会の活性化の一助になれることを祈っております。

会員の皆様のご協力をお願い致します。
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委員会開催日時及び審議事項

第 1回関東甲越地区運営委員会

日時： 2004年 1月 17日（土）4時－ 6時

場所： JACET事務所

出席者：神保、石田、中尾、笹島

議題： 1）関東甲越地区の確認

2）本部との関係

3）運営委員会の構成

4）当面の活動

5）会則等の整備など

6）地区大会

第 2回関東甲越地区運営委員会

日時： 2004年 2月 6日（金）

5時－ 6時 30分

場所： JACET事務所

出席者：神保、石田、中尾、笹島、田辺

報告： 1）運営委員について

2）関東甲越地区の確認

3）各支部会則等の収集完了

活動報告
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関東甲越地区の範囲

茨城県　栃木県　群馬県　埼玉県　千葉県　東京都　神奈川県　新潟県　山梨県

会員数　約 1150名

関東甲越地区運営委員会構成

関東甲越地区運営委員会の構成（2004年 10/16日時点）

委員長： 神保尚武

副委員長： 石田雅近

事務局長： 笹島茂

会計： 川成美香　三好重仁

会計監査： 村田年

総務委員会： 神保尚武　石田雅近　村田年　笹島茂

月例研究会委員会： 佐野富士子（委員長） 三好重仁（副委員長）

上村妙子　山崎妙　小谷悠紀子　松山正男　平野道代

清川英男　中村優治　加藤忠明

大会運営委員会： 中尾正史（委員長） 中里喜彦（副委員長）

大野秀樹　久村研　酒井志延

研究年報作成委員会： 長谷川瑞穂（委員長） 岡田礼子（副委員長）

河内山晶子　山崎妙　久村研



議題 1）予算について

2）来年度の大会の概要

第 3回関東甲越地区運営委員会

日時： 2004年 3月 13日（土）1時－ 2時

場所： JACET事務所

出席者：神保、石田、笹島、長谷川、中里

田辺、森住

議題： 1）運営委員について

2）予算について

3）来年度の大会の概要について

4）月例研究会について

5）関東甲越地区支部規約等の準備

について

第 4回 JACET関東甲越地区運営委員会

日時： 2004年 4月 17日（土）

1時－ 2時

場所： JACET事務所

出席者：神保、中尾、佐野、三好、中里、

長谷川、山崎、岡田、笹島

田辺、森住、木村

報告： 1）関東甲越地区運営委員会の構成

（4/17時点）

2）関東甲越地区　2004年度予算（案）

議題： 1）月例研究会について

2）第 1回関東甲越地区大会について

3）関東甲越地区会員への連絡

4）研究年報について

5）役員の位置づけや業務内容など

第 5回 JACET関東甲越地区運営委員会

日時： 2004年 5月 15日（土）

1時－ 2時

場所： JACET事務所

出席者：神保、石田、佐野、中里、三好、

岡田、加藤、笹島

田辺、見上

議題： 1）関東甲越地区設立のプロセスに

ついて

2）第 1回関東甲越地区大会について

3）（月例）研究発表について

第 6回 JACET関東甲越地区運営委員会

日時： 2004年 6月 19日（土）

1時－ 2時

場所： JACET事務所

出席者：神保、石田、村田、長谷川、松山、

三好、中里、笹島

田辺、木村

議題： 1）委員会構成について

2）研究年報用原稿について　

3）関東甲越地区のメーリングリス

トの運用について

4）大会の広報は本部のホームペー

ジ掲載について

5）月例研究会について

6）第 1回関東甲越地区大会について

7）次年度以降の地区大会について

第 7回 JACET関東甲越地区運営委員会

日時： 2004年 7月 17日（土）1時－ 2時　

場所： 英検ビル 4F会議室

出席者：神保、久村、三好、山崎、佐野、

川成、中尾、笹島

議題： 1）第 1回関東甲越地区大会について

2）会計について

3）月例研究会について

第 8回 JACET関東甲越地区運営委員会

（兼地区大会シンポジウム・ワークショップ

審査委員会）

日時： 2004年 9月 18日（土）

11時－ 12時、1時－ 2時　

場所： JACET事務所

出席者：神保、石田、中尾、久村、酒井、

長谷川、川成、山崎、佐野、笹島

議題： 1）会計について

2）大会関係について

3）月例研究会について
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第 9回 JACET関東甲越地区運営委員会

日時： 2004年 10月 16日（土）

1時－ 2時

場所： 英検ビル 4F会議室

出席者：神保、中尾、久村、長谷川、中里、

川成、佐野、笹島

議題： 1）地区大会の進捗状況、実施分担、

機材など

2）地区総会について

3）会計について

4）パソコン購入について

5）研究年報について

6）口座開設について

第 10回 JACET関東甲越地区運営委員会

日時： 2004年 11月 13日

場所： 清泉女子大学

議題： 地区大会について

第 11回関東甲越地区運営委員会

日時： 2004年 12月 18日（土）

1時－ 2時

場所： JACET事務所

出席者：神保、石田、中尾、中里、佐野、

山崎、大野、笹島

議題： 1）地区大会の反省と次回に向けて

2）来年度の月例研究会について

3）研究年報について

第 12回関東甲越地区運営委員会

日時： 2005年 1月 22日（土）

1時－ 2時

場所： JACET事務所

出席者：神保、石田、久村、山崎、大崎、

河内山、木村、笹島

議題： 1）研究年報について

2）来年度の予定について

3）支部規約について

4）第 44回全国大会との関連について

第 13回関東甲越地区運営委員会

日時： 2005年 2月 19日（土）

1時－ 2時

場所： JACET事務所

出席者：神保、石田、長谷川、佐野、酒井、

大崎、松山、笹島

議題： 1）月例研究会について

2）研究年報について

3）来年度の予定について

4）支部規約について

5）地区総会について

第 14回関東甲越地区運営委員会

日時： 2005年 3月 19日（土）

1時－ 2時

場所： JACET事務所

出席者：神保、石田、久村、長谷川、酒井、

河内山、大崎、山崎、青柳、松山

木村、笹島

議題： 1）地区総会について

2）月例研究会について

3）研究年報について

4）支部規約について

・関東甲越地区の位置づけと発足時期

・本部との関係

・関東甲越支部規約の制定

・活動内容の整備

・地区（支部）大会の開催

・月例研究会の運営

・研究年報の発行

・ホームページ、ニューズレターなどの広報

活動

・その他支部発足に向けての準備

活動報告及び検討事項

4



大大学学英英語語教教育育学学会会（（JACET）） 関関東東甲甲越越地地区区総総会会

───────────────────────────────────────────────

JACET第 1回関東甲越地区大会

基基調調講講演演要要旨旨

大会テーマ：「戦略構想（行動計画）」と小中高大の連携

講演：『英語が使える日本人』までの 30年と今後

JACET会長

田辺洋二（東京国際大学）

「戦略構想（行動計画）」は文部科学省が 2002年 7月 12日に「『英語が使える日本人』の育

成のための戦略構想の策定について―英語力・国語力増進プラン―」として提案し、その

翌年に「行動計画」になった。これは過去 30年に亘る英語教育の歴史に立って、文科省が具

体的な行動計画として示したものである。

本大会の趣旨は日本の英語教育を効果的に推進するために、「小中高大の連携」について具

日時　　2004年 11月 27日（土） 17時－ 17時 30分

場所　　清泉女子大学

議事

（1） 開会　　　　　　　　　　　　運営委員会副委員長　石田雅近

（2） 議長選出

（3） 経過説明　　　　　　　　　　運営委員会委員長　　神保尚武

（4） 活動報告と計画　　　　　　　運営委員会事務局　　笹島　茂

（5） 会計報告　　　　　　　　　　運営委員会会計　　　川成美香

（6） 関東甲越地区運営について（意見交換）

（7） 議長解任

（8） 閉会
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体的な研究と検討を行うことである。このことのために、およそ 30年の時代背景を考察し、小

中高大の連携の必要性が生じる事実を確認し、伝えるのが私の役目である。

ここ 30年の英語教育を形成する要因がいくつかある。その第 1は、小中高大のカリキュラ

ムの基本概念に「実践的コミュニケーション能力の育成」があること。大学審の大学設置基準

の大綱化（1991）による大学組織改革はリスニングやスピーキングを重視した。30年を経て、

いま、その揺り戻しが来ている。

形成要因の第 2は、経済の高度化と少子高齢化に伴って生じた高等教育の大衆化である。高

専を含む高等教育への進学者は 70%（2002）を優に越えた。2007年度には受験生の数が大学

受け入れ数と同数になり、数値的に競争がなくなる。「ゆとり教育」の影響が見られ、フリー

ターは 217万人（2003）にのぼる。

第 3の要因は、英語の国際化（地球化）。地球 IT化の影響でもある。英語の地球化は 1977

年の学習指導要領から「現代のイギリスまたはアメリカの標準的な発音」が消え、「現代の標

準的な発音」のみとなった。この事実によって、われわれ英語教員はどのような英語をどのよ

うな発音で教えるべきかという難問を抱えることになった。

地球上に拡散した英語に多くの変種ができることは避けられぬ事実である。クレオールはそ

の歴史を語る実証言語である。英国の音声学者 J. Jenkinsは世界に共通する英語の音声要素「共

通語音声核」（Lingua Franca Core）を提唱した。その要点は、①子音音、②子音の束の音声、

③子音の硬音性・軟音性で変わる先行する母音の長さ、④強勢、の四点。これは日本を含めた

国際的に通用する英語の発音形成のポイントとなる。

以上は、英語教育 30年の時の流れが作り出したうねりなのだが、もう一つの消しがたい要

因がある。それは、日本人と日本文化がもつ美学との絡みである。たとえば、日本の美学では、

ネーティブのような英文を書き、話すことであろう。日本人らしい英文と発音は日本の美学に

は合わなかった。日本人としての英文、日本人としての英語の発音が問われ、英語学習者個人

の資質をみる時代に突入した。いま、英語教育における日本的な美学が否定されようとしてい

る。

この新しい時代は必然的に「小中高大の連携」を呼びこむ。大学の英語教師の力が試される

時代に入った。

付記：田辺会長は 2004年 12月に急逝なさり、この講演要旨は遺稿となった。

謹んでご冥福をお祈りしつつ。
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第第 1 シシンンポポジジウウムム

多多言言語語共共生生社社会会ににおおけけるる英英語語教教育育

司会・提案者：山本忠行（創価大学）

提案者：長谷川瑞穂（東洋学園大学）

奥平文子（東京女子体育大学）

手塚順考（中央学院大学）

山川智子（東京大学大学院生）

多言語化しつつある日本で望ましい英語教育のあり方を言語政策的観点から論じた。

◆従来の英語教育が欧米追従につながっていることが教科書からもうかがわれる。英語の世界

的な普及につれ、多様な英語が使われるようになってきている。英語を母語としない人々の英

語を知ることは、実用的であるだけでなく、学習者の心理的負担軽減に役立ち、より理想的な

異文化理解教育となる。（手塚順孝）

◆ヨーロッパでは Multilingualismとは異なる Plurilingualismという概念によって、個人の経験

や必要性に応じて複数の言語を学んでいくことを推奨し、英語との共生を図ろうとしている。

英語に対する心のあり方を変え、学習者に適した学習方法の開発とともに、地域に住む日本語

を母語としない人々の言語・文化に目を向け、相互理解の道を探っていくことが求められる。

（山川智子）

◆ミャンマーは、135の民族を擁する多民族国家であるが、ビルマ語が憲法上「共通語」とさ

れている。英語教育は、英国より独立後衰退した時期があったが、現在は幼稚園から高校まで

一貫したカリキュラムが用意されている。内容的には自国文化を尊重したものとなっている。

また、中等教育以降の理数系等の教科書は英語で書かれている。（奥平文子）

◆日本の中学校における英語教育は年間 105時間とされているが、選択教科や総合的な学習の

時間なども利用できるようになっている。高等学校では英語以外の外国語を学んでいる生徒は

1%に満たず、さらに大学教育では語学教育の必修単位が減少傾向にあり、近隣諸国と比べる

と外国語教育の取り組みの不十分さが際だっている。（長谷川瑞穂）

◆フロアからは TOEIC対策にばかりとらわれていると、英語力の向上に役立たない、社会人

教育を視野に入れた生涯教育としての英語教育を考えていく必要がある、などの意見が出た。
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第第 2 シシンンポポジジウウムム

スストトララテテジジーーははどどののよよううにに機機能能すするるののかか？？
――「「実実践践的的ココミミュュニニケケーーシショョンン能能力力」」をを考考ええるる――

(How do strategies work? —Investigating “Practical English Ability”)

司会・提案者：岡秀夫（東京大学）

提案者：山内豊（東京国際大学）

藤尾美佐（東京富士大学）

このシンポジウムでは、「実践的コミュニケーション能力」のしくみをストラテジーという枠

組みで解明することを目ざした。具体的には、それを（1）英語のリスニング活動の中で音変

化ヘの対応、（2）対人間のインターアクションにおける問題解決という形で検証に取り組んだ。

まず実験（1）から、音変化を含むリスニングについて、先行する文脈を与えることで、音変

化する部分の聞き取りの理解が上昇することがわかった。ただし、正答率が低い（2割未満）

ことから、文脈があっても音変化部分のディクテーションはなお難しい。また、聞き手の英語

熟達度別に見ると、文脈を与える効果は上位群にはあったが、中位群と下位群にはあまり見ら

れなかった。したがって、先行文脈をヒントとして活用するストラテジーを十分に使用できる

ようになるには、ある程度以上の英語熟達度が必要であることになる。

実際のコミュニケーションにおいては、問題解決に取り組む際に、対話者のリソースをも利

用しながら協力して解決に向うことができる。実験（2）のデータから、non-understandingを引

き起こす要因は、言語面以外にも会話面や知識面に関する場合があることが確認され、各々の

場合において対話者は、問題解決のための努力を最少限にするため、できる限り明確に問題の

所在を示そうとしていることが明らかになった。今後はさらに、会話面や知識面がトリガーと

なる問題解決に焦点をあてるとともに、問題解決だけでなく、情報調節のための CSや、コミ

ュニケーションを促進するための CSについても研究を深めていきたい。

第第 3 シシンンポポジジウウムム

「「教教育育実実習習のの受受けけ入入れれ側側のの意意識識」」にに関関すするる調調査査
〈〈教教育育問問題題研研究究会会企企画画〉〉

司　会：河内山晶子（中部大学）

提案者：広野威志（文教大学）

山崎朝子（武蔵工業大学）

浅岡千利世（獨協大学）

酒井志延（千葉商科大学）

久村　研（田園調布学園大学短大部）

第 1提案者の広野は、一昨年度行った大学の教科法担当者に対するアンケート結果の主要部
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分を説明し、その報告書の中にある「意欲と資質の高い学生に限って教育し、免許状を与える

べきではないのか」「実習期間を長期化（1学期間）すべきではないのか」「中・高と大学との

連携を緊密に図るべきではないのか」という 3つの提案を今回の研究の背景として位置づけた。

続いて山崎と浅岡が、選択式のアンケート結果（実習生の受け入れ理由、実習生の受け入れ条

件、実習生の事前準備、実習生の英語力、授業における英語・日本語の使用、実習生の実習時

間）について報告した。この調査結果の分析によって、いくつかの選択式項目について改善の

余地があることが指摘された。引き続き記述式の結果報告に移った。中学校教員からの回答結

果の報告は、酒井が担当した。中学校教員に対しては、本年度から実習期間が 3～ 4週間とな

った影響、そして、実習期間をさらに長期化した場合の課題についてたずねた。前者について

は、3～ 4週間の実習期間は良い変化であると認識している教員が多くいることが報告された。

長期化した場合についての記述では、実習生や大学側に様々な注文はあるが、中学では長期化

する可能性があると推測されるという見解が出された。その後、高校の自由記述の回答結果報

告に移った。担当したのは久村で、実習期間の長期化と実習直後の感想についての記述のまと

めを行った。高校では、長期化に消極的な意見が圧倒的であり、大学側に求める条件も中学よ

りはるかに厳しいものであった。その背景には、実習生指導直後の感想で、熱意・常識・教職

適性に欠ける、英語力・教授力が不足している、教材研究が不足している、大学での事前指導

が不足している、等々の学生が多数いるという実習の実態があることが報告された。聴衆が予

想より少なかったが、自由な雰囲気で議論を交わすことができた。

第第 4 シシンンポポジジウウムム

ここれれかかららのの小小学学校校英英語語カカリリキキュュララムム作作成成へへのの提提言言

司会・提案者：大井恭子（千葉大学教育学部）

提案者：久埜百合（中部学院大学）

バトラー後藤裕子（ペンシルベニア大学）

笹島茂（埼玉医科大学）

はじめに大井恭子が小学校英語が今直面している問題を整理し、更に中学校教員養成の立場

から、小学校英語を小・中・高・大の英語教育の中でどのように捉えるべきか、Bialystok の説

を援用して説明した。

次に久埜百合が、小学校現場において指導者が不足している現状を踏まえて、担任教諭が活

用しやすい教材を提供し、実践可能なカリキュラムと、子どもたちの学習能力に適した指導方

法を提案した。その中で、十分な inputを優先し、outputを急がないこと、小学校で経験した英

語学習が、中学での英語学習に利するところがあり、日本人の英語運用能力全体の向上に資す

るものとする、などの留意点が述べられた。

バトラー後藤裕子は小学校英語において「前提」とされている①オーラル・コミュニケーシ

ョンに特化すべき、②文法・文字指導は避けるべき、③ネイティブによる生の英語を聞かせる

ことが最重要、④コンテント・ベースの指導で意味のあるコミュニケーション増大というよう

9



な点が、いかに根拠を欠き裏付けのないものであるかを、これまでの氏の東アジア諸国での英

語教育実践の研究から指摘し、今の日本の英語教育のありかたに警鐘を鳴らした。

最後に笹島茂が小学校英語教員研修につき、諸外国の例を引いた上で、①教員の適性にあわ

せた英語運用能力を高める、②英語教員の到達目標（ベンチマーク）を定める、③言語教育と

いう視点から研修を整備するなどの提言を行い、更に多忙を極めている小学校教員への配慮の

重要性も述べた。

発表後のフロアとの討議では、「小学校英語活動か英語教育か」、「国際理解教育との折り合

いをどうつけていくのか」、等に関し意見が出され、活発な質疑応答が行われた。

第第 5 シシンンポポジジウウムム

高高等等教教育育ににおおけけるる英英語語のの授授業業をを考考ええるる
――そそのの目目的的とと形形態態をを中中心心にに――

司会・提案者：山岸信義（東京家政大学）

提案者：淺川和也（東海学園大学）

羽井佐昭彦（千葉工業大学）

臼井芳子（多摩大学）

コメンテイター：森住　衛（桜美林大学）

第 6室で開かれたシンポジウムでは、JACETの全国組織の特別委員会として発足した授業学

研究委員会を記念して、関東・甲越地区授業学研究委員会による企画で発表がなされた。提案

者はいずれも授業学研究委員会の会員で、山岸信義、浅川和也、羽井佐昭彦、臼井芳子の 4人

による提案があり、授業学研究委員会担当理事の森住　衛先生にコメンテーターをお願いした。

最初に山岸提案として、「授業学研究の目指すべき方向」についての提案がなされた。「授業学」

とは、多様化した学生の実態に応じて、授業の指導技術を高め、魅力ある授業を通して、教育

内容の向上につながる授業のあり方を研究する学問であるとの考え方が示された。次に浅川提

案として、「学習者中心の授業をどう進めるか」についての発表がなされた。これからの英語教

育は教師や教材中心の教育から、学習者中心に切り替えられるべきであり、教材を通じて学習

法を悟らせ、授業を人間教育の場として重視していくことが強調された。羽井佐提案では、「実

用英語と教養英語の融合をいかに図るか」について提案がなされた。高等教育では、教養教育

を追及すべきであるとの考え方に立ちつつも、その学習過程では英語を実際に運用できるよう

にすることが重要であるとの発表がなされた。最後の臼井提案では、「全学統一カリキュラムは

必要だろうか」というタイトルで発表がなされた。授業学を英語に限定しないで、他の科目に

共通する哲学的要素も入れて、学校全体または学部・学科全体で達成目標を共有し、その目標

に向けたカリキュラム編成の必要性についての提案がなされた。コメンテーターの森住　衛先

生からは、これからの高等教育での英語授業のあり方についての総括をしていただいた。予想

を上回る参加者があり、会場が大教室に移されたほどで、活発な議論で盛り上がった。

10



ワワーーククシショョッッププ

College Entrance Exams as Double-edged Sword

Iwao Sasada

Tokyo Gakugei University Senior High School Oizumi Campus

[1] A WIDE PERCEPTION GAP between secondary school teachers and college teachers concerning

the goals of English-language education and the preferable nature of college entrance exams became

apparent to me.

For example, college teachers seem to welcome the introduction of listening test into the “senta-

tesuto” as a big push to encourage oral-communication in secondary schools. However, I predict it will

cause more harm than good: it is not worth the huge cost and the big fuss. Every year almost 500,000

examinees will be forced to buy 2000-yen throw-away head-sets, which amounts to 1 billion yen per

year! 

[2] EXAMS THAT REALLY HELP

The teacher and the students get together in the classroom to share different viewpoints; this is what

activates their thinking, which is the foundation of oral communication. “Talking without thinking” is

not what we aim at in the classroom.

Through my classroom experiences I have found those exams that fulfill the following criteria

extremely helpful to create active, multi-directional oral communication;

1) Simulation of real-life problem-solving

2) Forcing students to look at any problem from different perspectives

3) Questions that have no right or wrong answer.

[3] ONE EXAMPLE

（英作文） “Japan is rapidly becoming an aging society. What do you think we can learn from

elderly people?  What positive contributions can elderly people make to our lives? What do you think is

the role of elderly people in society?”

When I first asked my students how we could solve the problem of aging society, their reactions

were; “Get rid of the useless elderly.”, “Just kill them.” or “I will emigrate to America.”, etc. This exam

question provided them with a chance to look at the problem from a totally new viewpoint; the elderly

can be an asset rather than a burden to society. This led to an exciting discussion, and helped them to

write creative essays.

DISCUSSIONS AND DEBATING ARE MOST APPRECIATED IN WRITING CLASSES.

[4] “REVERSE BACKWASH EFFECT”

Colleges examine applicants by entrance exams, and vice versa. The quality of entrance exam
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functions as an important measure of how much the college cares about education. “Don’t go to a

college that gives stupid entrance exams.”

全全体体シシンンポポジジウウムム

「「戦戦略略構構想想（（行行動動計計画画））」」とと小小・・中中・・高高・・大大のの連連携携

司会：　神保尚武（早稲田大学）

発表者：森住　衛（桜美林大学）

石田雅近（清泉女子大学）

木村松雄（青山学院大学）

3名の発表の要旨は以下の通りである。

森住　衛：　戦略構想/行動計画は、1）「英語が使える日本人」の育成でなく、「異言語が使え

る日本人」の育成とすべきであった。韓国では中学でも英語以外の選択必修の外国語を設けて、

多言語教育を推進している。本来なら、幼稚園から「異言語を含むことばの教育」があって然

るべきである。2）目的論ないし哲学が希薄である。何のための英語を話すことが必要なのか

の議論を抜きにしては教育プロジェクトとして画竜点睛を欠く。

幼小中高大の連携に関しては、1）一貫した異言語教育のカリキュラムが必要である。換言

すると、学習指導要領が必要である。現在、中高はできている。この見直しをはかりながら、

幼小と大を加える。2）幼小、小中、中高、高大の言語教育の教員がそれぞれに「往来」して、

情報収集や問題解決をはからねばならない。そのためには、縦軸（段階別）と横軸（母語、異

言語など言語の種類）を網羅する言語教育学会の設立が必要である。3）大学教員については、

12～ 13年前の JACET札幌大会で、学習指導要領も知らない教員がいる、大学で教えるために

「教育実習」が必要であるとしたが、残念ながら、まだこれは生きている。

石田　雅近：― Action Plan のねらいと「高・大」の連携の可能性を探る―

英語教育が実効をあげるために優先的に検討されなければならない事項は、クラスサイズの

適正化、授業時間数の確保、教員の資質の向上だと言われてきた。これらは「古くて新しい問

題」である。Action Planでは、「実践的コミュニケーション能力」の育成のための目標が設定

され、英語教育の進む道筋がつけられたかのように見える。しかし、今回の施策をミクロ的に

見れば、多くの問題をはらんでいる。Action Planのねらいを明らかにし、下記の 5点について問

題点を指摘した。①英語授業の改善、②英語教員の英語力と教授力の強化、③学習者のモティ

べーションの向上、④入学者選抜等でのコミュニケーション能力の評価、⑤小学校英会話活動

の推進。これを踏まえて、「高・大」の各連携のあり方について次の 4点を提案した。①大学

入学者の英語力の把握、②求められるリメディアル教育、③大学入学時までの学習歴の調査、

④高・大教員間の FDの実施。この連携・接続を基に、大学でも Form-basedから Content-based

までを英語を使って授業を行う「授業改善」への期待が高まっている。
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木村松雄：―小・中・高をどのように連携するか： 4-4-4制英語教育の提案―

初等英語教育が正課科目となった場合、これまで以上に小・中・高はその連携を強化し、最

終的には理念としての一貫性を備えた制度としての一貫制英語教育が必要になってこよう。も

しこの一貫制英語教育が成立しなければ我が国の英語教育は受験突破を第一の目標とする大高

中小の逆順になる「逆三角形英語教育構造」から抜け出すことが困難になろう。公教育が核と

なり、体系制を備えた英語教育を土台とし、小中高大の正順になる「正三角形英語教育構造」

を構築しなければならないであろう。そして各部の接続にあたっては、1．小学校 4年生と 5年

生の学習面に顕在化する発達上の相違、2．「中学 2年生の壁」（低学力に悩む大学生の学習曲

線のピークは中学 2年生。制度上のピーク（中 3）と学習上のピーク（中 2）の不一致）など

の問題点を解消するための方策として 4-4-4制英語教育を提案したい。（詳細は資料参照）

それぞれの発表者の補足説明の後、フロアとの質疑・討論を行った。3名の発表者の視点に

社会人教育が欠落しているとの指摘がなされた。大人の教育、生涯教育としての「異言語（英

語）教育」をしっかりと見据える必要があるであろう。小・中・高・大・社の連携を深め、「異

言語（英語）教育」を社会の発展と人類の平和のためだけではなく、個人の成長にも資するも

のとしたい。

13


